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令和 6 年度 社会福祉法人明 事業計画書 

 

１．基本計画 

 実施事業の安定した運営を基盤とし、公益的取り組み、虐待防止や身体拘束適正化の体制

づくりなど、社会福祉法人に課せられた責務に対応する。 

 

２．役員等・評議員等の構成 

理事 監事 評議員 評議員選任・解任委員 

６名 ２名 ７名 ３名 

 

３．理事会・評議員会 

理事会 
令和 6 年 5 月 事業報告、決算 

令和 7 年２月 補正予算、事業計画、予算 

評議員会 
令和 6 年 6 月 事業報告、決算 

令和 7 年３月 補正予算、事業計画、予算 

 

４．実施事業 

事業所名 事業形態 定員 

港つぼみ作業所 生活介護 30 名 

 

５．公益的取組 

 （１）こども１１０番の家（港つぼみ作業所） 

    地域の子どもたちが、身の危険を感じた時や緊急時に助けを求めて駆け込める場所

として、「こども１１０番の家」協力を継続する。当知小学校ＰＴＡと連携し、定期的

な状況報告や申し合わせ事項確認を行う。付随する活動として、回収箱を設置してベ

ルマークの回収にも協力する。 

 （２）なごや・よりどころサポート事業（港つぼみ作業所） 

    名古屋市から認定を受けている「生活困窮者就労訓練事業」を継続する。仕事・暮

らし自立サポートセンターからの就労体験・中間的就労訓練を受け入れ、見学や事業

と直接関係のない体験なども積極的に受け入れる。 

 

６．虐待防止・身体拘束適正化 

 虐待防止委員会が主体となって身体拘束適正化検討委員会と一体的に運営し、計画的かつ

継続的に虐待防止に必要な取り組みを実施するとともに、身体拘束の適正化についての検討

や必要な取り組みを実施する。  
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令和 6 年度 港つぼみ作業所 事業計画書 

 

１．理念 

 障害者が主人公となり、お互いに力を出し合って助け合いながら生活・活動し、人間とし

てより豊かな人生を築く場となることを目指す。 

 障害者、家族、職員、関係者一人ひとりの思いを大切にし、地域に根差した活動と民主的

で開かれた運営を目指す。 

 

２．運営方針 

 （１）利用者が自立した日常生活又社会生活を営むことができるよう、介護を要する利用

者に対して、排せつ及び食事の介護、創作的活動及び生産活動の機会の提供、その他

の便宜を適切かつ効果的に行う。 

 （２）利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場で考えサービスの提供を行う。 

 （３）名古屋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設置及び運営に関する基準等を定

める条例、その他関係法令を遵守し事業を実施する。 

 

３．基本計画 

 （１）連携 

   ア．利用者家庭及び利用者の入居するグループホームと連携を密にし、住まいの場と

の一体的な支援に努める。 

   イ．港区障害者基幹相談支援センターや相談支援事業所、特別支援学校等との連携を

図り、新規利用者確保に努める。 

   ウ．企画運営や企画参加などにより他の法人や外部機関との関わりを開拓・維持する

ことを業務と位置付け、活動の幅を広げたり様々なニーズに対応したりして利用

者の利益につなげ、現在の利用者の安定した継続利用に努める。 

   エ．加盟する名古屋市知的障害者福祉施設連絡協議会及び港区障害者自立支援連絡協

議会の研修部委員や就労部会員としての活動を通じて、業界や地域の枠組みに対

する課題解決にも取り組んでいく。 

 （２）法令遵守 

   ア．虐待防止委員会及び身体拘束適正化検討委員会の設置義務化、ハラスメント防止

措置の義務化、事業継続計画の策定義務化に対応し、適切に運用していく。 

   イ．電子帳簿保存法改正、インボイス制度施行、その他関係法令等の改訂に対応し、

適切な事務手続きや規程の改定を行う。 

 

４．事業所概要 

事業所名 事業形態 定員／利用契約者 

港つぼみ作業所 生活介護（令和 6 年 4 月 1 日指定） 30 名／21 名 
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５．事業内容 

 （１）就労支援事業 

   ア．受託作業：割箸封入、DM 封入、紙箱組立、ゴム部品バリ取り、その他 

   イ．製造販売：縫製品、ふきん、洗濯バサミ 

   ウ．資源販売：廃電線剥離、アルミ缶等、ダンボール等 

 （２）行事・その他の活動 

   ア．地域生活推進：地域住民との交流等のため、下記の活動を行う。 

     ①地域ふれあい祭り：11 月第二日曜日に施設を開放してバザーを開催する。 

     ②地域清掃：年に１回以上実施する。 

     ③企画参加：呼びかけや案内を受けた地域行事や外部企画へ積極的に参加する。 

   イ．課外活動：利用者の見識を広め、ルールやマナー及び社会スキルの向上、感性又

は作業意欲を高めるため、下記の課外活動を行う。 

     ①給料取り組み：利用者が作業して得た給料（工賃）や賞与を使用して本人が希

望する活動を行う。賞与支給時期に希望者を募る。 

     ②季節の取り組み：3 ヶ月ごと（6 月、9 月、12 月、3 月）を目安に、年４回実施

する。日帰りできる範囲で、原則全員参加型の外出を行う。 

     ③風俗習慣：豆まきやクリスマス会など、世間一般に広く認知されている風習を

行う。 

     ④その他：利用者の状況に応じて入所式や成人式などの催しを行う。使用目的を

指定した寄附金品があった場合はその趣旨に応じた行事を実施する。 

 

６．利用者の処遇 

 （１）作業支援 

   個々の利用者の状況に配慮し、本人の能力と働く意欲を尊重して作業支援を行うとと

もに、仕事及び工賃の確保に努める。 

 （２）日常生活支援 

   利用者の心身の健康状態を把握するとともに、個人の尊厳を尊重した支援を心がけ、

日常生活を送る上での必要な生活習慣や対人関係の指導・援助を行う。 

 （３）プライバシー配慮 

   権利擁護規程、個人情報保護規程、虐待防止要領に沿って利用者のプライバシーや権

利に配慮した運営を行う。 

 （４）利用者の給料 

   利用者の給料は日給制とし、１ヶ月分を翌月 10 日に支給する。事業収入から必要経費

を控除した残額を、賞与として 9 月末と 3 月末の半年ごとに支給する。 

 

７．営業日 

 毎月歴日数－８日の開所を原則とし、平日と指定する土曜日で構成する。行事の実施等に
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より日曜日を営業日とする場合がある。 

 休日は、上記以外の土曜日と日曜日及び国民の祝日、夏季（８月１３日から１５日）並び

に年末年始（１２月３０日から１月３日）で構成する。 

 

８．職員体制 

施設長（管理者） 常勤 兼務 1 名 

サービス管理責任者 常勤 兼務 1 名 

生活支援員 
常勤 専従 

非常勤 専従 

3 名 

6 名 

看護職員 非常勤 専従 1 名 

医師 嘱託医 1 名 

 

９．資質向上 

 （１）内部研修 

   雇用形態を問わず全職員を対象に、公益通報者保護制度に関して窓口や通報処理の仕

組み及びコンプライアンスの周知を図るため、施設長が講師となって毎年研修を行う。

虐待防止や身体拘束適正化、ハラスメント防止については、内部研修に限らず外部研

修への参加によるものも含めて計画的に研修を実施する。 

 （２）外部研修 

   常勤職員を対象に、外部研修の参加機会を提供し、援助技術や知識、専門スキルの習

得を図り、職員の資質向上及びサービスの質の向上に努める。各職員が年１回以上、

職務上の必要性や有効性、関連性を重視して決定した研修に参加する。 

 

10．防災計画 

 （１）業務委託している㈱日立ビルシステムによる消防設備点検を年２回実施 

 （２）防火設備、防災設備及び備蓄飲食料の自主点検を年１回実施 

 （３）消防計画に基づき、避難・消火・通報の訓練を年２回実施 

 （４）事業継続計画に基づく防災訓練・防災教育を年１回実施 

 （５）南海トラフ地震防災対策計画及び避難確保計画に基づき、避難訓練を年１回実施 


